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27 年 1 月 8日 

作成 番号法（抜粋） 
 

（定義） 

第二条  この法律において「行政機関」とは、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「行政機関個人情

報保護法」という。）第二条第一項に規定する行政機関をいう。  

２  この法律において「独立行政法人等」とは、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「独立行

政法人等個人情報保護法」という。）第二条第一項に規定する独立行政法人等をいう。  

３  この法律において「個人情報」とは、行政機関個人情報保護法第二条第二項に規定する個人情報であって行政機関が

保有するもの、独立行政法人等個人情報保護法第二条第二項に規定する個人情報であって独立行政法人等が保有するも

の又は個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）第二条第一項に規定する個人情報であって行

政機関及び独立行政法人等以外の者が保有するものをいう。  

４  この法律において「個人情報ファイル」とは、行政機関個人情報保護法第二条第四項に規定する個人情報ファイルで

あって行政機関が保有するもの、独立行政法人等個人情報保護法第二条第四項に規定する個人情報ファイルであって独

立行政法人等が保有するもの又は個人情報保護法第二条第二項に規定する個人情報データベース等であって行政機関

及び独立行政法人等以外の者が保有するものをいう。  

５  この法律において「個人番号」とは、第七条第一項又は第二項の規定により、住民票コード（住民基本台帳法（昭和

四十二年法律第八十一号）第七条第十三号に規定する住民票コードをいう。以下同じ。）を変換して得られる番号であ

って、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を識別するために指定されるものをいう。  

６  この法律（第四十五条第四項を除く。）において「本人」とは、個人番号によって識別される特定の個人をいう。  

７  この法律において「個人番号カード」とは、氏名、住所、生年月日、性別、個人番号その他政令で定める事項が記載

され、本人の写真が表示され、かつ、これらの事項その他総務省令で定める事項（以下「カード記録事項」という。）

が電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって認識することができない方法をいう。第十八条にお

いて同じ。）により記録されたカードであって、この法律又はこの法律に基づく命令で定めるところによりカード記録

事項を閲覧し、又は改変する権限を有する者以外の者による閲覧又は改変を防止するために必要なものとして総務省令

で定める措置が講じられたものをいう。  

８  この法律において「特定個人情報」とは、個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、

記号その他の符号であって、住民票コード以外のものを含む。第七条第一項及び第二項、第八条並びに第六十七条並び

に附則第三条第一項から第三項まで及び第五項を除き、以下同じ。）をその内容に含む個人情報をいう。  

９  この法律において「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをいう。  

10  この法律において「個人番号利用事務」とは、行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の行政事務を処理す

る者が第九条第一項又は第二項の規定によりその保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、

及び管理するために必要な限度で個人番号を利用して処理する事務をいう。  

11  この法律において「個人番号関係事務」とは、第九条第三項の規定により個人番号利用事務に関して行われる他人の

個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。  

12  この法律において「個人番号利用事務実施者」とは、個人番号利用事務を処理する者及び個人番号利用事務の全部又

は一部の委託を受けた者をいう。  

13  この法律において「個人番号関係事務実施者」とは、個人番号関係事務を処理する者及び個人番号関係事務の全部又

は一部の委託を受けた者をいう。  

14  この法律において「情報提供ネットワークシステム」とは、行政機関の長等（行政機関の長、地方公共団体の機関、

独立行政法人等、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方

独立行政法人をいう。以下同じ。）及び地方公共団体情報システム機構（以下「機構」という。）並びに第十九条第七号

に規定する情報照会者及び情報提供者をいう。第二十七条及び附則第二条において同じ。）の使用に係る電子計算機を

相互に電気通信回線で接続した電子情報処理組織であって、暗号その他その内容を容易に復元することができない通信

の方法を用いて行われる第十九条第七号の規定による特定個人情報の提供を管理するために、第二十一条第一項の規定

に基づき総務大臣が設置し、及び管理するものをいう。  

15  この法律において「法人番号」とは、第五十八条第一項又は第二項の規定により、特定の法人その他の団体を識別す

るための番号として指定されるものをいう。 

 

（情報提供等の記録） 
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第二十三条  情報照会者及び情報提供者は、第十九条第七号の規定により特定個人情報の提供の求め又は提供があったと

きは、次に掲げる事項を情報提供ネットワークシステムに接続されたその者の使用する電子計算機に記録し、当該記録

を政令で定める期間保存しなければならない。  

一  情報照会者及び情報提供者の名称  

二  提供の求めの日時及び提供があったときはその日時  

三  特定個人情報の項目  

四  前三号に掲げるもののほか、総務省令で定める事項 

 

（行政機関個人情報保護法等の特例） 

第二十九条  行政機関が保有し、又は保有しようとする特定個人情報（第二十三条に規定する記録に記録されたものを除

く。）に関しては、行政機関個人情報保護法第八条第二項第二号から第四号まで及び第二十五条の規定は適用しないも

のとし、行政機関個人情報保護法の他の規定の適用については、次の表の上欄に掲げる行政機関個人情報保護法の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、同表の下欄に掲げる字句とする。 

 

（情報提供等の記録についての特例） 

第三十条  行政機関が保有し、又は保有しようとする第二十三条第一項及び第二項に規定する記録に記録された特定個人

情報に関しては、行政機関個人情報保護法第八条第二項から第四項まで、第九条、第二十一条、第二十二条、第二十五

条、第三十三条、第三十四条及び第四章第三節の規定は適用しないものとし、行政機関個人情報保護法の他の規定の適

用については、次の表の上欄に掲げる行政機関個人情報保護法の規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の下欄に掲げ

る字句とする。 

 

（地方公共団体等が保有する特定個人情報の保護） 

第三十一条  地方公共団体は、行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人情報保護法、個人情報保護法及びこの法律

の規定により行政機関の長、独立行政法人等及び個人番号取扱事業者（特定個人情報ファイルを事業の用に供している

個人番号利用事務等実施者であって、国の機関、地方公共団体の機関、独立行政法人等及び地方独立行政法人以外のも

のをいう。以下この節において同じ。）が講ずることとされている措置の趣旨を踏まえ、当該地方公共団体及びその設

立に係る地方独立行政法人が保有する特定個人情報の適正な取扱いが確保され、並びに当該地方公共団体及びその設立

に係る地方独立行政法人が保有する特定個人情報の開示、訂正、利用の停止、消去及び提供の停止（第二十三条第一項

及び第二項に規定する記録に記録された特定個人情報にあっては、その開示及び訂正）を実施するために必要な措置を

講ずるものとする。 
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番号法第２９条及び第３０条による行政機関個人情報保護法の読み替え 

行政機関個人情報保護法（読み替え前） 特定個人情報（情報提供等記録を除く）

に係る読み替え 

情報提供等記録に係る読み替え 

（利用及び提供の制限）  

第八条  行政機関の長は、法令に基づ

く場合を除き、利用目的以外の目的

のために保有個人情報を自ら利用

し、又は提供してはならない。  

２  前項の規定にかかわらず、行政機

関の長は、次の各号のいずれかに該

当すると認めるときは、利用目的以

外の目的のために保有個人情報を自

ら利用し、又は提供することができ

る。ただし、保有個人情報を利用目

的以外の目的のために自ら利用し、

又は提供することによって、本人又

は第三者の権利利益を不当に侵害す

るおそれがあると認められるとき

は、この限りでない。  

一  本人の同意があるとき、又は本

人に提供するとき。  

二  行政機関が法令の定める所掌

事務の遂行に必要な限度で保有

個人情報を内部で利用する場合

であって、当該保有個人情報を利

用することについて相当な理由

のあるとき。  

三  他の行政機関、独立行政法人

等、地方公共団体又は地方独立行

政法人に保有個人情報を提供す

る場合において、保有個人情報の

提供を受ける者が、法令の定める

事務又は業務の遂行に必要な限

度で提供に係る個人情報を利用

し、かつ、当該個人情報を利用す

ることについて相当な理由のあ

るとき。  

四  前三号に掲げる場合のほか、専

ら統計の作成又は学術研究の目

的のために保有個人情報を提供

するとき、本人以外の者に提供す

ることが明らかに本人の利益に

なるとき、その他保有個人情報を

提供することについて特別の理

由のあるとき。  

３  前項の規定は、保有個人情報の利

用又は提供を制限する他の法令の規

定の適用を妨げるものではない。  

（利用及び提供の制限）  

第八条  行政機関の長は、利用目的以

外の目的のために保有個人情報を自

ら利用してはならない。 

  

２  前項の規定にかかわらず、行政

機関の長は、次の各号のいずれかに該

当すると認めるときは、利用目的以外

の目的のために保有個人情報を自ら

利用することができる。ただし、保有

個人情報を利用目的以外の目的のた

めに自ら利用することによって、本人

又は第三者の権利利益を不当に侵害

するおそれがあると認められるとき

は、この限りでない。  

一  人の生命、身体又は財産の保護

のために必要がある場合であっ

て、本人の同意があり、又は本人

の同意を得ることが困難であると

き。  

二～四 適用除外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  前項の規定は、保有個人情報の利

用又は提供を制限する他の法令の規

定の適用を妨げるものではない。  

（利用及び提供の制限）  

第八条  行政機関の長は、利用目的以

外の目的のために保有個人情報を自

ら利用してはならない。 

  

２  適用除外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  適用除外 
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４  行政機関の長は、個人の権利利益

を保護するため特に必要があると認

めるときは、保有個人情報の利用目

的以外の目的のための行政機関の内

部における利用を特定の部局又は機

関に限るものとする。 

４  行政機関の長は、個人の権利利益

を保護するため特に必要があると認

めるときは、保有個人情報の利用目

的以外の目的のための行政機関の内

部における利用を特定の部局又は機

関に限るものとする。  

４  適用除外 

 

 

 

 

 

（保有個人情報の提供を受ける者に対

する措置要求）  

第九条  行政機関の長は、前条第二項

第三号又は第四号の規定に基づき、

保有個人情報を提供する場合におい

て、必要があると認めるときは、保

有個人情報の提供を受ける者に対

し、提供に係る個人情報について、

その利用の目的若しくは方法の制限

その他必要な制限を付し、又はその

漏えいの防止その他の個人情報の適

切な管理のために必要な措置を講ず

ることを求めるものとする。 

 

 

読替なし 

（保有個人情報の提供を受ける者に対

する措置要求）  

第九条  適用除外 

 

（開示請求権）  

第十二条  略  

２  未成年者又は成年被後見人の法

定代理人は、本人に代わって前項の

規定による開示の請求（以下「開示

請求」という。）をすることができる。 

（開示請求権）  

第十二条  略 

２  未成年者若しくは成年被後見人

の法定代理人又は本人の委任による

代理人（以下「代理人」と総称する。）

は、本人に代わって前項の規定によ

る開示の請求（以下「開示請求」と

いう。）をすることができる。 

 

同左 

（開示請求の手続）  

第十三条  略  

２  前項の場合において、開示請求を

する者は、政令で定めるところによ

り、開示請求に係る保有個人情報の

本人であること（前条第二項の規定

による開示請求にあっては、開示請

求に係る保有個人情報の本人の法定

代理人であること）を示す書類を提

示し、又は提出しなければならない。  

３  略 

（開示請求の手続）  

第十三条  略 

２  前項の場合において、開示請求を

する者は、政令で定めるところによ

り、開示請求に係る保有個人情報の

本人であること（前条第二項の規定

による開示請求にあっては、開示請

求に係る保有個人情報の本人の代理

人であること）を示す書類を提示し、

又は提出しなければならない。  

３  略 

 

 同左 

（保有個人情報の開示義務）  

第十四条  行政機関の長は、開示請求

があったときは、開示請求に係る保

有個人情報に次の各号に掲げる情報

（以下「不開示情報」という。）のい

ずれかが含まれている場合を除き、

開示請求者に対し、当該保有個人情

報を開示しなければならない。  

一  開示請求者（第十二条第二項の

規定により未成年者又は成年被

後見人の法定代理人が本人に代

（保有個人情報の開示義務）  

第十四条  行政機関の長は、開示請求

があったときは、開示請求に係る保

有個人情報に次の各号に掲げる情報

（以下「不開示情報」という。）のい

ずれかが含まれている場合を除き、

開示請求者に対し、当該保有個人情

報を開示しなければならない。  

一  開示請求者（第十二条第二項の

規定により代理人が本人に代わっ

て開示請求をする場合にあって

 

 同左 
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わって開示請求をする場合にあ

っては、当該本人をいう。次号及

び第三号、次条第二項並びに第二

十三条第一項において同じ。）の

生命、健康、生活又は財産を害す

るおそれがある情報  

二 ～七 略 

は、当該本人をいう。次号及び第

三号、次条第二項並びに第二十三

条第一項において同じ。）の生命、

健康、生活又は財産を害するおそ

れがある情報  

二 ～七 略 

（事案の移送）  

第二十一条  行政機関の長は、開示請

求に係る保有個人情報が他の行政機

関から提供されたものであるとき、

その他他の行政機関の長において開

示決定等をすることにつき正当な理

由があるときは、当該他の行政機関

の長と協議の上、当該他の行政機関

の長に対し、事案を移送することが

できる。この場合においては、移送

をした行政機関の長は、開示請求者

に対し、事案を移送した旨を書面に

より通知しなければならない。  

２  前項の規定により事案が移送さ

れたときは、移送を受けた行政機関

の長において、当該開示請求につい

ての開示決定等をしなければならな

い。この場合において、移送をした

行政機関の長が移送前にした行為

は、移送を受けた行政機関の長がし

たものとみなす。  

３  前項の場合において、移送を受け

た行政機関の長が第十八条第一項の

決定（以下「開示決定」という。）を

したときは、当該行政機関の長は、

開示の実施をしなければならない。

この場合において、移送をした行政

機関の長は、当該開示の実施に必要

な協力をしなければならない。 

 

読替なし 

（事案の移送）  

第二十一条  適用除外 

（他の法令による開示の実施との調

整）  

第二十五条  行政機関の長は、他の法

令の規定により、開示請求者に対し

開示請求に係る保有個人情報が前条

第一項本文に規定する方法と同一の

方法で開示することとされている場

合（開示の期間が定められている場

合にあっては、当該期間内に限る。）

には、同項本文の規定にかかわらず、

当該保有個人情報については、当該

同一の方法による開示を行わない。

ただし、当該他の法令の規定に一定

（他の法令による開示の実施との調

整）  

第二十五条  適用除外 

 

 

同左 
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の場合には開示をしない旨の定めが

あるときは、この限りでない。  

２  他の法令の規定に定める開示の

方法が縦覧であるときは、当該縦覧

を前条第一項本文の閲覧とみなし

て、前項の規定を適用する。  

（手数料）  

第二十六条  開示請求をする者は、政

令で定めるところにより、実費の範囲

内において政令で定める額の手数料を

納めなければならない。  

２  前項の手数料の額を定めるに当

たっては、できる限り利用しやすい額

とするよう配慮しなければならない。 

（手数料）  

第二十六条  開示請求をする者は、政

令で定めるところにより、実費の範囲

内において政令で定める額の手数料を

納めなければならない。  

２  前項の手数料の額を定めるに当

たっては、できる限り利用しやすい額

とするよう配慮しなければならない。 

この場合において、行政機関の長は、

経済的困難その他特別の理由があると

認めるときは、政令で定めるところに

より、当該手数料を減額し、又は免除

することができる。 

 

同左 

（訂正請求権）  

第二十七条  略 

２  未成年者又は成年被後見人の法

定代理人は、本人に代わって前項の

規定による訂正の請求（以下「訂正

請求」という。）をすることができる。  

３  略 

（訂正請求権）  

第二十七条  略 

２  代理人は、本人に代わって前項の

規定による訂正の請求（以下「訂正

請求」という。）をすることができる。  

３  略 

 

 同左 

（訂正請求の手続）  

第二十八条  略 

２  前項の場合において、訂正請求を

する者は、政令で定めるところによ

り、訂正請求に係る保有個人情報の

本人であること（前条第二項の規定

による訂正請求にあっては、訂正請

求に係る保有個人情報の本人の法定

代理人であること）を示す書類を提

示し、又は提出しなければならない。  

３  略 

（訂正請求の手続）  

第二十八条  略 

２  前項の場合において、訂正請求を

する者は、政令で定めるところによ

り、訂正請求に係る保有個人情報の

本人であること（前条第二項の規定

による訂正請求にあっては、訂正請

求に係る保有個人情報の本人の代理

人であること）を示す書類を提示し、

又は提出しなければならない。  

３  略 

 

 同左 

（事案の移送）  

第三十三条  行政機関の長は、訂正請

求に係る保有個人情報が第二十一条

第三項の規定に基づく開示に係るも

のであるとき、その他他の行政機関

の長において訂正決定等をすること

につき正当な理由があるときは、当

該他の行政機関の長と協議の上、当

該他の行政機関の長に対し、事案を

移送することができる。この場合に

おいては、移送をした行政機関の長

は、訂正請求者に対し、事案を移送

 

読替なし 

（事案の移送）  

第三十三条  適用除外 
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した旨を書面により通知しなければ

ならない。  

２  前項の規定により事案が移送さ

れたときは、移送を受けた行政機関

の長において、当該訂正請求につい

ての訂正決定等をしなければならな

い。この場合において、移送をした

行政機関の長が移送前にした行為

は、移送を受けた行政機関の長がし

たものとみなす。  

３  前項の場合において、移送を受け

た行政機関の長が第三十条第一項の

決定（以下「訂正決定」という。）を

したときは、移送をした行政機関の

長は、当該訂正決定に基づき訂正の

実施をしなければならない。 

（保有個人情報の提供先への通知）  

第三十五条  行政機関の長は、訂正決

定（前条第三項の訂正決定を含む。）

に基づく保有個人情報の訂正の実施

をした場合において、必要があると

認めるときは、当該保有個人情報の

提供先に対し、遅滞なく、その旨を

書面により通知するものとする。 

 

読替なし 

（保有個人情報の提供先への通知）  

第三十五条  行政機関の長は、訂正決

定（前条第三項の訂正決定を含む。）

に基づく保有個人情報の訂正の実施

をした場合において、必要があると

認めるときは、総務大臣及び行政手

続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平

成二十五年法律第二十七号）第十九

条第七号に規定する情報照会者又は

情報提供者（当該訂正に係る同法第

二十三条第一項及び第二項に規定す

る記録に記録された者であって、当

該行政機関の長以外のものに限る。）

に対し、遅滞なく、その旨を書面に

より通知するものとする。 

（利用停止請求権）  

第三十六条  何人も、自己を本人とす

る保有個人情報が次の各号のいずれ

かに該当すると思料するときは、こ

の法律の定めるところにより、当該

保有個人情報を保有する行政機関の

長に対し、当該各号に定める措置を

請求することができる。ただし、当

該保有個人情報の利用の停止、消去

又は提供の停止（以下「利用停止」

という。）に関して他の法律又はこれ

に基づく命令の規定により特別の手

続が定められているときは、この限

りでない。  

一  当該保有個人情報を保有する

行政機関により適法に取得され

たものでないとき、第三条第二項

（利用停止請求権）  

第三十六条  何人も、自己を本人とす

る保有個人情報が次の各号のいずれ

かに該当すると思料するときは、こ

の法律の定めるところにより、当該

保有個人情報を保有する行政機関の

長に対し、当該各号に定める措置を

請求することができる。ただし、当

該保有個人情報の利用の停止、消去

又は提供の停止（以下「利用停止」

という。）に関して他の法律又はこれ

に基づく命令の規定により特別の手

続が定められているときは、この限

りでない。  

一  当該保有個人情報を保有する

行政機関により適法に取得された

ものでないとき、第三条第二項の

（利用停止請求権）  

第三十六条  適用除外 
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の規定に違反して保有されてい

るとき、又は第八条第一項及び第

二項の規定に違反して利用され

ているとき 当該保有個人情報

の利用の停止又は消去  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二  第八条第一項及び第二項の規

定に違反して提供されていると

き 当該保有個人情報の提供の

停止  

 

 

２  未成年者又は成年被後見人の法

定代理人は、本人に代わって前項の

規定による利用停止の請求（以下「利

用停止請求」という。）をすることが

できる。  

３  略 

規定に違反して保有されていると

き、行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成二十五年法律第

二十七号）第二十九条第一項の規

定により読み替えて適用する第八

条第一項及び第二項（第一号に係

る部分に限る。）の規定に違反して

利用されているとき、同法第二十

条の規定に違反して収集され、若

しくは保管されているとき、又は

同法第二十八条の規定に違反して

作成された特定個人情報ファイル

（同法第二条第九項に規定する特

定個人情報ファイルをいう。）に記

録されているとき 当該保有個人

情報の利用の停止又は消去  

二  行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に

関する法律第十九条の規定に違反

して提供されているとき 当該保

有個人情報の提供の停止  

 

２  代理人は、本人に代わって前項の

規定による利用停止の請求（以下「利

用停止請求」という。）をすることが

できる。  

３  略 

 


